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定期報告制度のデジタル化促進について

○ 定期報告制度とは

建築物の定期報告制度は、建築基準法第12条の規定に基づく定期報告制度の円滑な
運用により、建築物の適切な維持管理の促進を図るための制度である。

○ デジタル化促進の必要性

現在は多くの特定行政庁において、紙媒体による報告、審査が行われている。結果とし
て、定期報告によって得られた情報を是正指導に十分に活用しきれていないことや閲覧
制度が有効に活用されていないなどの現状がある。また、紙媒体での報告によって、特定
行政庁等における台帳化等の業務負荷が大きく、他の業務に十分な時間をかけられてい
ないことや、紙媒体の管理等の問題もある。以上より、定期報告制度のデジタル化の促進
が求められる。

また、デジタル・ガバメント実行計画（令和２年12月25日閣議決定）等において、建築設
備、昇降機等の定期報告がオンライン化を進める事業の一つとされ、国土交通省としても
オンライン利用率引上げの基本計画において、オンラインの利用率を令和７年度末までに
40％とすることを目標値として設定している。

共通仕様書 P１
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定期報告制度のデジタル化促進について

○ デジタル化のメリット

共通仕様書では、デジタル化を通じて下記のメリットを享受することを想定している。

1. 報告担当者が窓口に行く手間を省き、特定行政庁職員等の窓口業務を削減する。

2. オンラインで提出する際にエラーチェックをかけることで些細な修正対応を減らす。

3. 自動で台帳化ができるようになり、事務作業の負荷を軽減する。

4. データーベースを活用し報告結果を基にした業務（是正指導、国土交通省への報告等）を高度化する。

5. データーベースを活用し、過去の報告内容の参照、比較が容易に行えるようになる。

特定行政庁における

事務作業の負荷が大きい

定期報告率が低い

調査・検査結果に

ばらつきがある

是正につながっていない

ケースがある

報告負荷の軽減

職員の作業負荷の軽減

報告内容の入力負荷の軽減

優先的な指導の実施

課題の解消に向けた取組

共通仕様書 P１

定期報告制度の課題

【効率化】

オンラインでの申請、エラーチェック、

台帳作成の自動化による作業負荷の

軽減

【高度化】

データの高度利用にむけた

データベースの整備
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○ デジタル化の考え方

共通仕様書では、デジタル化に際して、不動産IDを使用して建築物等の情報を管理していくこ
とを想定している。

不動産IDを使用して建築物等を識別することで、直近の報告内容を過去の報告内容と紐づけ
ることができるようになる。さらに、将来的には他の業務との情報の連携ができるようにするこ
とを想定している。

定期報告制度のデジタル化促進について
共通仕様書 P１

報告担当者A 報告担当者B

不動産IDで紐づけ

不動産ID XXX 不動産ID

XXX
報告担当者などが異なる

２０２２年 ２０２３年

 不動産IDの詳細については、p11の用語の定義及び不動産IDルールガイドラインをご参照ください。

 不動産IDの確認方法は特定行政庁ごとに判断する。※関係部署と連携、登記簿で確認するなど
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共通仕様書の趣旨・使い方

○ 共通仕様書の趣旨

共通仕様書は、特定行政庁において定期報告に係るシステムの発注を行う際の検討負荷を
軽減するために、最低限求められる機能やシステムの非機能の要件について整理したもの。

システム

ベンダー

特定行政庁

特定行政庁

システムベンダー

特定行政庁

共通仕様書

の作成

共通仕様書

+

自治体の業務の状況

システム

開発を

発注

B市の実態に

合わせて

カスタマイズ

共通仕様書に+α

必要な機能の

リストアップ

システムに関する

リサーチ

ゼロから取り組む

と負荷が高い

関連する

法令の調査

共通仕様書を

ベースに開発

利用サービスの

提供

活

用

イ

メ

ー

ジ

①

活

用

イ

メ

ー

ジ

②

共通のシステムを

利用

共通仕様書 P１
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共通仕様書の趣旨・使い方

○ 共通仕様書の使い方

共通仕様書及びガイドラインは、各項目の概要説明及び前提条件について記載したガイドライ
ンパートと、仕様書として使用する共通仕様書パートに分かれている。ガイドラインパート及び
共通仕様書パートの内容を踏まえ、各特定行政庁の状況に応じた内容の追記、資料の添付を
行うことで、定期報告システムの発注に係る仕様書が作成できる構成としている。

目次 内容

Ⅰはじめに － 共通仕様書の使用方法

Ⅱガイドライン １ システムの概要に関する内容と前提条件

２ 機能要件に関する内容と前提条件

３ 画面の基本要件に関する内容と前提条件

４ システム構成に関する内容と前提条件

５ 非機能要件に関する内容と前提条件

Ⅲ共通仕様書 １ システムの概要

２ 機能要件

３ 画面の基本要件

４ システム構成

５ 非機能要件

特定行政庁

システム

ベンダー

共通仕様書 P2

前提条件を確認する

必要に応じて加筆修正する

仕様書として

提示

7



共通仕様書の趣旨・使い方

○ 共通仕様書の使い方

共通仕様書パートにおいては下記の2点について特定行政庁で対応が必要。

 共通仕様書の赤点線枠内のコメントを確認して、記

載内容に合わせて修正を行ってください。

 赤点線枠で記載のコメントは対応後削除してくださ

い。

 共通仕様書の青色の表を特定行政庁の業務実態

に応じて埋めてください。

共通仕様書 P2

修正が必要な箇所 情報の整理・追記が必要な箇所
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共通仕様書の趣旨・使い方

○ 共通仕様書の使い方

各特定行政庁で独自にシステムを構築する際の参考となる様に、共通仕様書は
最低限必要となる機能を整理している。各特定行政庁やベンダーにおける開発において、共
通仕様書の仕様を追加・変更することを妨げるものではない。

A市

委託法人に

委託している実態に

合わせて機能を

修正する

B市

独自に実施して

いる業務を

機能に追加する

共通仕様書 P2
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共通仕様書の記載内容

○ １～５章の記載内容

ガイドラインパートは、共通仕様書パートと章立てを合わせて、
どのようなことが書かれているかや、前提としている内容について整理しています。

ガイドラインパート

１ システムの概要に関する内容と前提条件

２ 機能要件に関する内容と前提条件

３ 画面の基本要件に関する内容と前提条件

４ システム構成に関する内容と前提条件

５ 非機能要件に関する内容と前提条件

共通仕様書 P3～10

共通仕様書パート

１ システムの概要

２ 機能要件

３ 画面の基本要件

４ システム構成

５ 非機能要件

共通仕様書パートの

記載内容の概要、前提条件を整理
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１．システムの概要

○ システムの概要の記載内容

システムの概要では、（１）準拠する法令等、（２）ユーザーの定義、（３）カバー範囲、（４）業務
フロー、（５）機能一覧が整理されている。

共通仕様書 P13～14

準
拠
す
る
法
令

①建築基準法

②建築基準法施行規則

③個人情報の保護に関する法律

デ
ジ
タ
ル
化
の
方
針

①デジタル庁におけるデジタル指針

（デジタル社会推進標準ガイドライン等）

②建築確認のデジタル化方針

ユーザー 定義

特定行政庁 定期報告の受付を行う自治体の担当者

報告担当者

定期報告制度の結果についてシステムを

使用して、特定行政庁に報告を提出する

者

調査者・検査者
定期報告のために調査・検査を実施する

者

所有者・管理者
建物の所有・管理を行う者、定期報告を

実施する義務を負う

（１）準拠する法令 （２）ユーザーの定義
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１．システムの概要

（３）カバー範囲

共通仕様書で想定するシステムのカバー範囲は以下の図表のとおり。ただし、是正指導は指
導対象リストをデータベースから抽出するまでの範囲を対象とする。定期報告の検査時に
使用する各種支援システムやホームページ等における情報公開、国土交通省への報告等は
含まない。

共通仕様書 P15

調査者・検査者

所有者・管理者

特定行政庁

国土交通省

①委託
②調査・

検査の実施

③調査・検査

の結果報告
➃受領・審査

③

調査・検査の

結果報告

一般

システムの

カバー範囲

閲覧申請者

⑥是正指導

⑤台帳管理

⑦報告済証

の発行

⑩定期報告の

実施状況の報告

⑧定期報告の

結果の閲覧

⑨報告率等の

結果のHPでの公表
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１．システムの概要

（４）業務フロー

特定行政庁における定期報告制度に関する業務の業務フローを整理している。
業務フローに合わせて業務に必要な機能とその概要を整理している。

共通仕様書 P16

（１）アカウント登録・変更申請

（２）ログイン

（３）マイページ

（４）調査・検査結果の提出・受付

（５）提出内容の修正指示

（６）連絡

（７）審査

（９）是正・改善確認

（８）台帳管理

業務フローと業務概要を記載

（10）報告済み証の発行

（11）結果の閲覧

業務フロー 業務の概要 実施する業務と機能 機能の 構築する 機能の概要

報告担当者 特定行政庁 区分

（１）

アカウント登録

・変更

報告担当者が、アカウントを作成し、

特定行政庁がアカウントの承認を行

う。

共通仕様として

整理する機能 ✔

１.報告担当者が登録項目を入力し、アカウントの登録を申請する機能

２.申請に対して、特定行政庁が確認し、承認（又は非承認）する機能

３.申請が承認された際に報告担当者にメール通知を行う機能

４.使用しなくなったアカウントを削除する機能

５.報告担当者が所属する法人・事業所内で申請状況等を互いに確認で

きるように、グループを作成し、承認済みの複数のアカウントをグルー

プに登録する機能

６.参加登録されたグループへ参加承諾、所属するグループの確認、グ

ループから抜ける、グループに他のアカウントの追加する、グループの

他のアカウントをグループから削除するなどの管理を行う

（２）

ログイン

特定行政庁及び報告担当者がそれぞれ

のログインIDとパスワードでシステム

にログインする。

共通仕様として

整理する機能 ✔

１.登録済みのログインID（メールアドレス）とパスワードで報告担当

者及び特定行政庁がサイトにログインする機能

２.パスワードを忘れた場合は、登録したメールアドレスにパスワード

変更のメールを送付し、パスワードを変更する機能

（３）

マイページ

報告担当者、特定行政庁がマイページ

で、それぞれ必要な情報を参照する。

共通仕様として

整理する機能 ✔
１.報告担当者のマイページを表示する機能

２.特定行政庁のマイページを表示する機能

（４）

調査・検査結果の

提出・受付

報告担当者が報告書を提出する。
共通仕様として

整理する機能 ✔

１.報告担当者が報告書のcsvファイルをシステム上にアップロードする

ことで報告書の提出を実施する機能

２.不備が多い項目についてシステム上でエラーチェックを実施する機

能

３.報告書を受け付ける機能

４.受付済の報告書を報告担当者が確認できる機能

５.提出された報告書を特定行政庁が確認できる機能

（５）

提出内容の

修正指示

特定行政庁が提出済みの報告書の不備

に対して、指摘、修正を指示する。

共通仕様として

整理する機能 ✔

１.報告書に不備がある場合、特定行政庁が「要修正・再提出」を登録

する機能

２.特定行政庁において「要修正・再提出」が登録されたことを報告担

当者にメール通知する機能

３.特定行政庁から修正の指示について連絡を行うために連絡機能を立

ち上げる機能

（６）

連絡

報告担当者と特定行政庁が定期報告全

般について相互に質問・連絡する。

共通仕様として

整理する機能 ✔

１.報告担当者と特定行政庁がチャットで新たな質問・連絡を始める機

能

２.連絡・質問に対してチャット形式で回答を行う機能

３.新たな連絡・質問、または、その返信が行われたことを報告担当者

及び特定行政庁にメールで通知する機能

（７）

審査

特定行政庁が提出された報告書の内容

を確認・審査する

共通仕様として

整理する機能 ✔
１.特定行政庁が報告書を確認し、審査結果を登録する機能

２.審査結果が登録されたことを報告担当者にメールで通知する機能

（８）

台帳管理

報告書および建築物の情報をデータ

ベースとして管理する

共通仕様として

整理する機能 ✔

１.審査が完了した報告書をデータベースに反映する機能

※報告書は不動産ID等により過去分と比較ができるように管理する。

※昇降機については、昇降機等を区別するIDを用いて管理を行う。

２.データベースに登録された受領済みの報告結果を任意の条件で絞り

込み・抽出し、csvファイルとしてダウンロードする機能

※データの活用は、報告率の公表などの特定行政庁業務や、定期報告業

務の実施状況に関する国土交通省への報告業務等に活用することを想定

する。これらはシステム範囲外とする。

３.よく使用するデータベースの抽出項目を登録する機能

（９）

是正・改善確認

特定行政庁が、是正指導が必要と判断

した所有者を抽出し、改善指導を実施

する

オプション機能

１.是正指導が必要な報告担当者をデータベースから抽出し、連絡機能

を用いて、改善指導の連絡を行う機能

２.改善指導の連絡が行われたことを報告担当者にメールで通知する機

能

３.報告担当者が改善完了報告書又は改善計画書等を提出する機能

４.提出された改善完了報告書又は改善計画書等を特定行政庁において

確認する機能

５.提出された改善完了報告書又は改善計画書等をデータベースに登録

する機能

※連絡以外の指導はシステム範囲外とする。

（10）

報告済証の発行

特定行政庁が適切に報告を実施した報

告担当者に対し、報告済証の送付を行

う

オプション機能

１.報告済証等を発行する対象を抽出し、リストを作成する機能

２.送付対象に報告済証等を送付する機能

※現物での報告済証の発行についてはシステム範囲外とする。

（11）

結果の閲覧

定期調査・検査報告概要書について、

閲覧申請を受け付けてシステム上で閲

覧できるようにする

オプション機能

１.閲覧申請を提出する機能

２.特定行政庁が閲覧申請の内容を確認する機能

３.特定行政庁が閲覧の許可を出す機能

４.申請者が、許可が出た建築物等についてシステム上で定期調査・検

査報告概要書を閲覧できる機能。

アカウント登録・変更申請 アカウント登録・変更承認

登録状況通知メール送付

報告書の提出・再提出 報告書のエラーチェック

報告書の内容の確認

審査の実施・結果の登録審査結果のメール送付

修正依頼のメール送付 不備等の修正依頼

データベースへの登録

要是正の指導の連絡改善指導のメール通知

改善内容の提出 改善内容の確認

報告済証の発行報告済証の受領

閲覧申請 閲覧申請の受領・確認

閲覧許可閲覧

データベースの

絞り込み・抽出

連絡・質問の新規登録

連絡・質問への回答の登録

修正の詳細指示

回答通知メール送付

抽出項目の登録機能

報告書の受付提出済み報告書の確認

１ ２

３

１ ２

３４

５

１２

３

１

２

３

１２

１

２

３

２

３

４

１

１２

１ ２

３

４

ログイン

１

パスワードの再設定

２

マイページの表示 マイページの表示

１ ２

ログイン

１

パスワードの再設定

２

グループ作成

５

グループ管理機能

６

アカウント削除

４

改善状況の登録
５

業務上必要な機能とその概要を整理
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１．システムの概要

（５）機能一覧

業務フローで整理した業務に必要な機能を一覧で整理している。
業務フローに合わせて業務に必要な機能とその概要を整理している。

共通仕様書 P17～18

最低限

必要となる機能

オプション機能

構築する

報告担当者 特定行政庁 機能 

（１）-１ アカウント登録・変更 アカウント登録・変更申請機能 ○ ✔

（１）-２ アカウント登録・変更 アカウント登録・変更承認機能 ○ ✔

（１）-３ アカウント登録・変更 承認結果通知メール送付機能 ○ ✔

（１）-４ アカウント登録・変更 アカウント削除機能 ○ ✔

（１）-５ アカウント登録・変更 グループ作成機能 ○ ✔

（１）-６ アカウント登録・変更 グループ管理機能 ○ ✔

（２）-１ ログイン ログイン機能 ○ ○ ✔

（２）-２ ログイン パスワードの再設定機能 ○ ○ ✔

（３）-１ マイページ 報告担当者のマイページの表示機能 ○ ✔

（３）-２ マイページ 特定行政庁のマイページの表示機能 ○ ✔

（４）-１ 調査・検査結果の提出・受付 報告書の提出・再提出機能 ○ ✔

（４）-２ 調査・検査結果の提出・受付 報告書のエラーチェック機能 ○ ✔

（４）-３ 調査・検査結果の提出・受付 報告書の受付機能 ○ ✔

（４）-４ 調査・検査結果の提出・受付 提出済み報告書の確認機能 ○ ✔

（４）-５ 調査・検査結果の提出・受付 報告書の内容の確認機能 ○ ✔

（５）-１ 提出内容の修正指示 不備の修正依頼機能 ○ ✔

（５）-２ 提出内容の修正指示 修正依頼のメール送付機能 ○ ✔

（５）-３ 提出内容の修正指示 修正の詳細指示機能 ○ ✔

（６）-１ 連絡 連絡・質問の新規登録機能 ○ ○ ✔

（６）-２ 連絡 連絡・質問への回答機能 ○ ○ ✔

（６）-３ 連絡 メールでの通知機能 ○ ○ ✔

（７）-１ 審査 審査の実施・結果の登録機能 ○ ✔

（７）-２ 審査 審査結果のメール送付機能 ○ ✔

（８）-１ 台帳管理 データベースへの登録機能 ○ ✔

（８）-２ 台帳管理 データベース抽出機能 ○ ✔

（８）-３ 台帳管理 データベース抽出項目の登録機能 ○ ✔

（９）-１ 是正・改善確認 要是正の指導の連絡機能 ○

（９）-２ 是正・改善確認 改善指導のメール通知機能 ○

（９）-３ 是正・改善確認 改善内容の提出機能 ○

（９）-４ 是正・改善確認 改善内容の確認機能 ○

（９）-５ 是正・改善確認 改善状況の登録機能 ○

（10）-１ 報告済証の発行 報告済証の発行機能 ○

（10）-２ 報告済証の発行 報告済証の受領機能 ○

（11）-１ 結果の閲覧 閲覧申請機能 ○

（11）-２ 結果の閲覧 閲覧申請の受領・確認機能 ○

（11）-３ 結果の閲覧 閲覧許可機能 ○

（11）-４ 結果の閲覧 閲覧機能 ○

No 業務フロー 機能

機能を使用する権限をもつユーザー

14



２．機能要件と３．画面の基本要件

報告担当者が、アカウントを作成し、
特定行政庁がアカウントの承認を行う業務

（１）
アカウント登録・変更申請

共通仕様書 P19~,35~

No. 機能 内容

１） アカウント登録・変更申請機能 報告担当者が登録項目を入力し、システムのアカウントの登録申請をする。

２） アカウント登録・変更承認機能 特定行政庁が、アカウント登録・変更申請を確認し、承認（又は非承認）する。

アカウントが承認されると報告担当者がシステムにログインして使用できるようにな

る。

３） 登録状況確認通知メール送付機

能

アカウント登録申請の承認結果をアカウント登録に用いたメールアドレスに対して

メールで通知する。

４） アカウント削除機能 報告担当者がアカウントの削除を行う。

５） グループ作成機能 報告担当者が、所属する法人・事業所内で申請状況等を互いに確認できるよう

に、グループを作成し、承認済みの複数のアカウントをグループに登録する。グルー

プに参加するにはユーザー本人の承諾が必要。グループ内では、誰がいつ何を行っ

たか、報告の実施状況や提出ファイル、特定行政庁とのやり取り等が互いに確

認でき、代理で問い合わせ等の対応を行うことができる。

６） グループ管理機能 グループ作成機能で参加登録されたグループへ参加承諾、参加したグループの確

認、グループから抜ける、グループに他のアカウントの追加する、グループの他のアカ

ウントをグループから削除するなどの管理を行うことができる。

業務に必要な機能
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２．機能要件と３．画面の基本要件
共通仕様書 P19~,36~

報告担当者情報

必要な項目を

入力して申請

内容を確認して

承認（または

差し戻し）

報告担当者画面 特定行政庁画面

（１）
アカウント登録・変更申請
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２．機能要件と３．画面の基本要件

報告担当者が、アカウントを作成し、
特定行政庁がアカウントの承認を行う業務

（２）
ログイン

共通仕様書 P22~,38~

No. 機能 内容

１） ログイン機能 登録済みのログインID（メールアドレス）とパスワードで報告担当者及び特定行

政庁がサイトにログインする。

２回目以降のログイン時にはログインIDを保持できるようにしておくなど使いやす

い設計とする。

２） パスワードの再設定機能 パスワードを忘れた場合は、登録したメールアドレスにパスワード変更のメールを送

付し、パスワードを変更できる。

業務に必要な機能
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２．機能要件と３．画面の基本要件
共通仕様書 P22~,38~

報告担当者ログイン

報告担当者画面

メールアドレスとパス

ワードを入力してロ

グイン

（２）
ログイン
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２．機能要件と３．画面の基本要件

報告担当者が、アカウントを作成し、
特定行政庁がアカウントの承認を行う業務

（３）
マイページ

共通仕様書 P23~,39~

No. 機能 内容

１） 報告担当者マイページの表示機能 マイページから、

・問い合わせ、特定行政庁との連絡機能

・報告書の提出機能

・提出済みの報告書の確認機能

・アカウント情報の変更機能

・グループの作成及びグループの管理機能

にアクセスできるようにする。

また、新着の連絡事項や審査結果等の通知を確認することができる。

２） 特定行政庁マイページの表示機能 マイページから、

・問い合わせ、報告担当者との連絡機能

・提出された報告書の確認機能

・報告担当者のアカウント承認機能

・報告書データベースの管理・ダウンロードの機能

にアクセスできる。

また、マイページでは、新着の連絡事項や報告書の提出等の要対応事項のみ

を絞り込んで表示できるようにする。新着については、通知画面で確認し、通知

画面からそれぞれの操作を行う画面に遷移することができる。

特定行政庁において、審査担当者以外でも同一のページを確認できるようにす

る。ただし、特定行政庁でも複数の担当者が操作を行うことが想定されるため、

誰が何をしたかを互いに確認できるように記録・表示する。

業務に必要な機能
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２．機能要件と３．画面の基本要件
共通仕様書 P23~,39~

報告担当者画面

問い合わせが

確認できる

報告書の

提出履歴が

確認できる

アカウント情報が

確認できる

問い合わせができる

報告書の提出が

できる

アカウント情報の

編集ができる

（３）
マイページ

新規の問い合わせ

などの通知を

確認できる
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２．機能要件と３．画面の基本要件

報告担当者が、報告書を提出する業務
（４）

調査・検査結果の提出・受付

共通仕様書 P24~,41~

No. 機能 内容

１） 報告書提出・再提出機能 報告対象者が適切に記入された報告書ファイル（エクセルファイル）を提出す

る。不備の修正等を実施した報告書を再提出できるように、何度も提出可能

とする。報告書以外の資料も別途添付できるようにする。

特定行政庁で報告書の承認が完了した建築物については、特定行政庁にお

いて一定期間受付を停止できるようにする。

２） 報告書のエラーチェック機能 提出された報告書について自動でエラーチェックを行う。

３） 報告書の受付機能 エラーチェックを通過した報告書をシステムで受け付ける。

４） 提出済みの報告書の確認 報告担当者が提出済みの報告書を確認できる。ビューワー等で確認するか、提

出済みの報告書をダウンロードできる。

５） 報告書の内容確認 提出された報告書を確認する。提出された報告書を確認画面上で表示して内

容を確認できる。さらに提出された報告書のファイルをダウンロードできる。

付属資料もビューワー等で確認できる

業務に必要な機能

21



２．機能要件と３．画面の基本要件
共通仕様書 P24~,41~

報告担当者定期調査報告書等及び概要書

報告担当者画面

再提出などの報告

状況や

提出する報告書の

報告種別を

選択する。

報告書のファイルを

添付する

結果表や付属資料も

あわせて添付する

提出すると自動で

エラーチェックを行う

（４）
調査・検査結果の提出・受付
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２．機能要件と３．画面の基本要件

特定行政庁が提出済みの報告書の不備に対して、
指摘、修正を指示します。

（５）
提出内容の修正指示

共通仕様書 P26~,42~

No. 機能 内容

１） 報告書不備連絡機能 不備が見つかった場合に、特定行政庁が報告書の確認欄から「要修正・再提

出」を登録する。

２） 修正依頼メールの送付機能 「１）報告書不備連絡機能」で「要修正・再提出」が登録されたことをメールで

報告担当者に通知する。

３） 修正の詳細指示機能 「要修正・再提出」を登録した場合に、「連絡機能」を起動し、当該報告書に

紐づく連絡画面を立ち上げて、特定行政庁が報告担当者に対して修正の詳

細を指示できるようにする。

業務に必要な機能
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２．機能要件と３．画面の基本要件
共通仕様書 P26~,42~

定期調査報告書等及び概要書 ファイル名ファイル名.xlsx

結果表 ファイル名ファイル名.xlsx

付属資料

ファイル名ファイル名.xlsx

ファ イル名ファイル名.xlsx

コ メ ント 報告書ID（ XXXX） の再提出です。

特定行政庁画面

修正が必要な場合は、

要修正・再提出を登録する。

審査中 要修正・再提出 承認済み

連絡機能を使用して、報告担当者に連

絡することができる

（５）
提出内容の修正指示
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２．機能要件と３．画面の基本要件

報告担当者と特定行政庁が定期報告全般について
相互に質問・連絡する。

（６）
連絡

共通仕様書 P28~,43~

No. 機能 内容

１） 連絡・質問の新規登録機能 定期報告全般に関して、アカウント登録済の報告担当者と特定行政庁が

チャットでの連絡・質問を開始する。必要に応じてファイルの添付もできる。

立ち上げたスレッドは不動産ID又は報告書IDにより、提出済みの報告書に紐

づけることができる。

２） 連絡・質問への回答機能 質問・連絡に対してチャットで回答を行う。必要に応じてファイルの添付もできる。

３） 連絡通知機能 新たな連絡・質問、または、その返信が行われたことを報告担当者及び特定行

政庁にメールで通知する。

業務に必要な機能
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２．機能要件と３．画面の基本要件
共通仕様書 P28~,43~

報告担当者・報告担当者共通の画面

新規で問い合わせや質問を行

う際は内容に加えてタイトルを

入力する。

提出済みの報告書のIDを用い

て提出した報告書と紐づけがで

きるようにする。

ファイルの添付も

可能

連絡のやりとりを

時系列で表示

報告担当者・報告担当者共通の画面

返信はコメントのみを入力する

ファイルの添付も可能

（６）
連絡
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２．機能要件と３．画面の基本要件

特定行政庁が報告書の内容を確認・審査する。
（７）
審査

共通仕様書 P29~,46~

No. 機能 内容

１） 審査結果登録機能 特定行政庁が審査結果を登録する。

結果を踏まえた今後のスケジュールについても登録できる。

２） 審査結果通知機能 審査結果が登録されたことをメールで通知する。

業務に必要な機能
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２．機能要件と３．画面の基本要件
共通仕様書 P29~,46~

中略

定期調査報告書等及び概要書 ファイル名ファイル名.xlsx

結果表 ファイル名ファイル名.xlsx

付属資料

ファイル名ファイル名.xlsx

ファ イル名ファイル名.xlsx

コ メ ント 報告書ID（ XXXX） の再提出です。

指摘なし 要是正あり （ 既存不適格） 要是正あり （ 既存不適格以外）

特定行政庁画面

報告書をシステムの画面上または、

ファイルをダウンロードして確認

審査結果を登録する。審査結果が登録される

と報告担当者のメールアドレスに通知メールが

送付される。

（７）
審査
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２．機能要件と３．画面の基本要件

報告書および建築物の基礎情報について
台帳（データベース）で管理します。

（８）
台帳管理

共通仕様書 P31~,49~

No. 機能 内容

１） データベース登録機能 審査結果が確定した報告書について、定期調査報告書等、結果表をデータ

ベースに登録する。定期調査報告書等及び結果表について不動産IDで過年

度分と突合して管理できるようにする。

昇降機等については、昇降機等を区別するID（不動産ID＋昇降機の昇降機

番号など）で管理を行う。

紙で提出された報告分については、特定行政庁でデータベースに登録することも

できるようにする。

２） データベース抽出機能 データベースから必要な項目のみを抽出し、エクセル（csv形式等）に吐き出す。

抽出時点で出力されるファイルをビューワー等で確認できるようにする。

ダウンロードファイルは「日付+ダウンロードしたものの名称」などわかりやすい名称

とする。

csv以外にもPDFやTIFFなどの形式でのダウンロードもできるようにする。

関連書類も一括でダウンロードできるようにする。

３） データベース抽出項目の登録機能 報告年度の建築物の抽出や、未報告の建築物、国土交通省への報告に必

要な項目やよく使用する抽出項目を登録する。

業務に必要な機能
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２．機能要件と３．画面の基本要件
共通仕様書 P31~,49~

昇降機等

承認済み要修正・ 再提出審査中

特定行政庁画面
報告書の種別や提出時期、

具体的な名称や住所などで

対象となる報告書を絞り込む

報告書のうちデータを抽出したい項

目を絞り込んで、データベースをダウン

ロードする

ダウンロードする

（８）
台帳管理
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２．機能要件と３．画面の基本要件

特定行政庁が指導対象の
建築物を抽出、指導を行う。

（９）
是正・改善確認

共通仕様書 P33~

No. 機能

１） 要是正の指導の連絡機能

２） 改善指導のメール通知機能

３） 改善内容の提出機能

４） 改善内容の確認機能

５） 改善状況登録機能

業務に必要な機能

特定行政庁が報告済証を
発行する。

（10）
報告済証の発行

No. 機能

１） 報告済証送付対象抽出機

能

２） 報告済証送付機能

業務に必要な機能

閲覧申請を受け付け、シス
テム上での閲覧を許可する。

（11）
結果の閲覧

No. 機能

１） 閲覧申請機能

２） 閲覧申請の受領・確認機能

３） 閲覧許可機能

４） 閲覧機能

業務に必要な機能
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４．システム構成

○システム構成

システム構成はLGWANを使用した構成と外部インターネットを使用した構成を選択していただ
けるようになっています。

業務に使用されている端末の状況を踏まえて選択してください。

インターネット

LGWAN -ASP

システム
LGWAN

所有者・管理者

検査者・申請者

LGWAN経由で接続

J-LISの規定に従って、「LGWANーASP」として構築すること

LGWAN

接続系端末

特定行政庁

インターネット

クラウドサービス

システム
インターネット

所有者・管理者

検査者・申請者

インターネット

接続系端末

利用するクラウドサービスはISMAPの認証を受けていること。

特定行政庁

LGWAN

接続系端末

インターネット接続系端末・LGWAN接続系端末間で無害化処理が必要

LGWANを使用する場合の

インターネット構成

外部インターネットを使用する

場合のインターネット構成

共通仕様書 P51
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５．非機能要件

○非機能の整理

非機能は、システムの機能以外として、機能を提供するサービスレベルや品質を指します。共
通仕様書では、最低限求めるサービスレベルを要件化し、非機能要件として整理しています。

共通仕様書では、（独立行政法人）情報処理推進機構が公開している「非機能要求グレード」
をもとに整理しています。
⇒非機能要求グレードは下記HPよりご参照いただけます。
https://www.ipa.go.jp/archive/digital/iot-en-ci/jyouryuu/hikinou/ent03-b.html

出典）独立行政法人情報処理推進機構HPより

「非機能要求」についてのユーザと開発者との認

識の行き違いや、互いの意図とは異なる理解を

防止することを目的とし、非機能要求項目を網

羅的にリストアップして分類するとともに、それぞ

れの要求レベルを段階的に示したものです。重

要な項目から順に要求レベルを設定しながら、

両者で非機能要求の確認を行うことができる

ツール群です。

共通仕様書 P6

非機能要求グレードの概要
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５．非機能要件

○非機能の整理

非機能は、システムの機能以外として、機能を提供するサービスレベルや品質を指します。共
通仕様書では、最低限求めるサービスレベルを要件化し、非機能要件として整理しています。

共通仕様書では、（独立行政法人）情報処理推進機構が公開している「非機能要求グレード」
をもとに整理しています。
⇒非機能要求グレードは下記HPよりご参照いただけます。
https://www.ipa.go.jp/archive/digital/iot-en-ci/jyouryuu/hikinou/ent03-b.html

大項目 概要 例

可用性 システムサービスを継続的に利用可能とするため

の要求

• 運用スケジュール（稼働時間・停止時間など）

• 障害、災害における稼働目標

性能・拡張性 システムの性能、および将来のシステムの拡張性

に関する要求

• 業務量および今後の増加見積り

• システム化対象業務の特性（ピーク時、通常時、縮退時な

ど）

運用・保守性 システムの運用と保守のサービスに関する要求 • 運用中に求められるシステム稼働レベル

• 問題発生時の対応レベル

セキュリティ 情報システムの安全性の確保に関する要求 • 利用制限

• 不正アクセスの防止

システム環境・

エコロジー

システムの設置環境やエコロジーに関する要求 • 耐震/免振、重量/空間、温度/湿度、騒音など、システム環

境に関する事項

• CO₂排出量や消費エネルギーなど、エコロジーに関する事項

出典）独立行政法人情報処理推進機構HPより

共通仕様書 P6

非機能要求グレードを元にした共通仕様書の非機能要求の記載項目
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５．非機能要件

（１）可用性

「（１）可用性」においては、システムを使用することができるための要件の整理を行う。

共通仕様書 P7,P52

前
提
条
件

 運用時間外で実施する業務はない

 定められた運用時間外はシステムを停止することが可能

 事前の合意があれば平日においても機能を使用しない日を設けることができる

 大規模災害時に緊急で本システムを使用することはない

 データの損失は許容できない

整
理
す
る
項
目

 定期報告業務の実施日、実施時間

 夜間のシステムの利用可能性

 休日・祝日のシステムの利用可能性

 大規模災害時等のシステム利用の可能性

 前提条件を読んで変更したい点がないかを確認し、整理する項目の整理、追記を行う

稼働日・運用時間

特定行政庁側

機能

特定行政庁側のシステムの運用時間は祝日を除く月～金曜日の９時～21時とする。夜間に実施する業務はなく、夜間にシステム

を停止可能。休日や祝日はシステムを停止可能。事前の合意があれば、平日においてもシステムを停止することができる

報告担当者側機能
報告担当者側のシステムの運用時間は祝日を含む月～日曜日の５時～26時（午前５時～午前２時）とする。26時～29時

（午前２時～午前５時）はシステムを停止可能。事前の合意があれば平日においてもシステムを停止することができる。

共通仕様書の青色の表に定期報告業務の実施日、実施時間を整理する。整理イメージは下記の通り。
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５．非機能要件

（２）性能・拡張性

「（２）性能・拡張性」においては、システムの性能要件とその前提となるデータ量の整理を行う。

共通仕様書 P8,P53

前
提
条
件

 特定行政庁管内の報告件数が大きく変わることは想定しない

 特定行政庁において運用期間中に定期報告対象建築物を増やす判断をする予定がある場合は対象数の

増加見込みを整理する

整
理
す
る
項
目

 報告対象となっている報告件数

 実際の報告件数

 ピーク時の１カ月当たりの報告件数

 特定行政庁側の利用者数

 特定行政庁側の端末台数

 報告時の添付ファイル数(種類別にファイルが多いケースの例を示す)

 前提条件を読んで変更したい点がないかを確認し、整理する項目の整理、追記を行う

共通仕様書の青色の表に定期報告業務の実施日、実施時間を整理する。整理イメージは下記の通り。

特定行政庁の実績

報告対象となっている報告件数 XXXX件

実際の報告件数（参考） XXX件

ピーク時の１カ月当たりの報告件数 XX件

特定行政庁側の利用者数 ○○人

特定行政庁側の端末台数 〇台

報告時の添付ファイル数(種類別)
Excel ファイル【 〇ファイル（●●MB） 】

画像ファイル 【 〇ファイル（●●MB） 】
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５．非機能要件

（３）運用・保守性

「（３）運用・保守性」においては、システムの運用と保守のサービスレベルに関する要件の整
理を行う。

共通仕様書 P9,P54

前
提
条
件

 運用時間について、「（１）可用性」で定めた運用スケジュールを参照する

 特定行政庁において運用期間中の独自様式の見直しを行うことは想定しない

整
理
す
る
項
目

－（「（１）可用性」で整理した運用スケジュールを参照するため運用保守性で新たに整理する項目はない。

 前提条件を読んで変更したい点がないかを確認し、整理する項目の整理、追記を行う
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５．非機能要件

（４）セキュリティ

「（４）セキュリティ」においては、情報の機密性、完全性、可用性を確保するための要件の整理
を行う。

共通仕様書 P9,P55~

前
提
条
件

 特定行政庁独自のセキュリティ規定が定められている場合は、独自の規定を別添として添付する

整
理
す
る
項
目

 順守すべき特定行政庁独自の規定、ガイドライン等の有無

 前提条件を読んで変更したい点がないかを確認し、整理する項目の整理、追記を行う

▶遵守すべき特定行政庁独自の規定やガイドラインがある場合は別添として添付する。
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５．非機能要件

（５）システム環境・エコロジー

「（５）システム環境・エコロジー」においては、システムの設置環境についての要件の整理を行
う。

共通仕様書 P10,P57

前
提
条
件

 特定行政庁独自の規定が定められている場合は、独自の規定を別添として添付する

整
理
す
る
項
目

 順守すべき特定行政庁独自の規定、ガイドライン等の有無

 該当する場合は、前提条件を読んで変更したい点がないかを確認し、整理する項目の整理、追記を行う

▶遵守すべき特定行政庁独自の規定やガイドラインがある場合は別添として添付する。

※「（５）システム環境・エコロジー」については、 オンプレミスで構築する場合（物理的なサーバーの設置を行う場合）に

記載することとする。 該当しない場合は共通仕様書パートの（５）システム環境・エコロジーは削除する。
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別添資料

別添資料には下記の資料が添付されている。別添資料１、２は仕様書の別添資料とする。

別添資料１ システムのカバー範囲図、業務フロー図、機能一覧表

別添資料２ 定期報告に関する様式

別添資料３ 共通仕様書に関するQ&A

別添資料

 共通仕様書を修正する際に必要に応じて使用する

こと、および仕様書を作成する際の添付資料とする

ことを想定。

 共通仕様書を使用する際の参考とすることを想定。

業務フロー図・機能一覧 共通仕様書に関するQ&A
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